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１．はじめに 

降雨に基づく土砂災害危険度指数の１つとし

て、短期実効雨量と長期実効雨量を一元化した R’

と呼ばれる雨量指数が提唱され(中井ら,2007)、広

島県での土砂災害事例を中心にその妥当性が検

証されてきた。近年、大雨の頻度の増加と共に土

砂災害の発生件数が増加傾向にあると言われて

いるが、今後地球温暖化が更に進行することで、

土砂災害の発生危険度がどの程度高まるか、その

概略を明らかにすることが求められている。本研

究では、地球温暖化予測実験の出力の一つである

降雨予測データ(d4PDF)を用いて、雨量指数 R’を

算出し、統計解析を行うことで、将来の西日本に

おける土砂災害発生の危険度の傾向を分析した。 

 

２．研究方法 

2.1. 雨量指数 R'の降雨の適用範囲の拡張 

雨量指数 R'は短期実効雨量(半減期 1.5時間) rs 

と長期実効雨量(半減期 72時間) rL、および、そ

れぞれの上限値 r0s, r0L を用いて、式(1)のように

表される。 

𝑅′ = 𝑅𝑓0 − √𝛼2(𝑟0𝑠 − 𝑟𝑠)2 + (𝑟0𝐿 − 𝑟𝐿)2     (1) 

ただし、 

𝑅𝑓0 = √𝛼2𝑟0𝑠
2  + 𝑟0𝐿

2           (2) 

係数 aは r0Lと r0sの比を表す。広島の土砂災害に

関する事例解析（例えば、土田ら，2014）では、 

r0s = 200mm, r0L = 600mm, a = 3.0 が用いられるこ

とが多い。短期実効雨量、長期実効雨量がそれぞ

れ r0s, r0Lを上回ると、R'の値が減少に転じるため、

温暖化予測の降雨データに対して適用するため

には、r0s, r0Lの上限値を十分に大きく取る必要が

ある。 

 そこで、本研究では、r0s = 200mm～500mm, r0L 

= 600mm～1500mm の範囲で a=3.0 は一定となる

ように変更し、従来の条件 r0s = 200mm, r0L = 

600mmとの評価値の差異を検討した。具体的な事

例として、平成 30年 7 月豪雨（2018 年 7 月 1 日

～7 月 7 日）の国土交通省 X-BAND, C-BAND 合

成雨量データ（格子点間隔 250m，毎分観測）より、

R'の期間最大値を算出し、国土地理院提供の土石

流経路データの源頭部の位置に対応する格子点

データを抽出して比較検討を行った。r0s = 200mm

の条件と r0s = 500mm の条件で比較したところ、

後者が 5～20mm 程度前者と比べて大きくなる傾

向があるものの、相対誤差は数%程度のオーダー

に留まる(図 1)。土石流が発生した地点において、

R' < 250mmであった割合は、r0s = 200mmの条件

では 8.44%であったのに対し、r0s = 500mm では

4.16%と約半分まで減少した。適用可能な実効雨

量の上限値の拡張により、雨量指数の感度が若干

高まる性質を持つことが明らかになった。 

 

図 1: 短期実効雨量上限値 200mm(横軸 )と

500mm(縦軸)の場合の R'解析値の比較。 

 

2.2. d4PDFデータを用いた解析 

 地球温暖化に資するアンサンブル気候予測デ

ータベース(d4PDF)の中から、西日本域の 20km格

子の毎時降雨予測データを用いて雨量指数 R'を

算出した。過去実験データは 2001 年～2010 年の

10年間 50メンバー、将来予測データは、21 世紀

末における温度上昇シナリオとして、1.5℃上昇

(54 メンバー, 2081 年～2100 年)2℃上昇(54 メンバ

ー, 2050 年～2090年)、4℃上昇(90 メンバー, 2050

年～2100 年)それぞれのデータを使用した。前節

で検討した R'における実効雨量の上限を

r0s=500mm, r0L=1500mm として与えて計算した。

計算結果は 10年毎に分割し、メンバー数×10 年分

の時系列データから、再現年数 10 年、20 年、50

年、100 年の R'の値、および、R'の年最大値 250mm

以上の発生確率を算出した。 
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３．解析結果 

解析結果の例として 2081 年～2090 年の 10 年

間における R'の 10 年確率最大値について、2001

年～2010 年の過去実験の算出値からの増減率と

して表した分布図を図 2に示す。1.5℃上昇シナリ

オにおいては、九州北部や中国地方、四国西部で

現在よりも低下する領域が現れるが、２℃上昇シ

ナリオでは山口県東部から広島県が増加に転じ、

4℃上昇シナリオでは、西日本の大半が 20%前後

過去実験と比べて増加する。 

 

 

 

 

図 2:過去実験を基準とした 2081-2090 年における

R’の 10年確率最大値の分布。上から順に 1.5℃, 

2℃, 4℃上昇シナリオの結果。 

解析結果全体を通じて比較すると、過去実験に

対する R’年最大値の増加率は、温度上昇幅が大き

いほど温暖化の進行に伴う増加トレンドが明瞭

である。また、再現年数が大きくなるほど、増加

率の地域差が拡大する傾向が見られる。 

以上の傾向を示す一因として、短期実効雨量が

温度上昇の度合いと共に増加傾向となり、短時間

に急激に危険度が高まる挙動を示す傾向を有し

ていることが挙げられる。 

広島県内でのアメダス観測点に対応する格子

点における年最大値 R'≧250mm となる確率を算

出すると（図 3）、県内全地点で確率が 5～10%程

度増加し、特に、瀬戸内海側での発生確率の増加

が顕著である。 

 

図 3広島県内のアメダス観測点における R’年最

大値 250mm以上の出現確率 

 

４．おわりに 

本研究では、地球温暖化降雨予測データを基

に、雨量指数 R'を用いて現在気候値との比較す

ることで、相対的なリスク増減の評価を試み

た。２℃上昇シナリオまでは地域によっての増

減が分かれることが示唆されるが、４℃上昇シ

ナリオにおいては、西日本全域にわたり現在よ

りも危険度が 10%以上高まると見込まれる。今

後、線状降水帯を識別可能な高精細な降雨予測

により、地域規模の詳細な解析が求められる。 
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